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日本のカーボンニュートラル宣言

菅首相は、10/26の第203回臨時国会の所信表明演説において、

「2050年に温室効果ガスの排出を全体としてゼロにする」、す

なわち2050年カーボンニュートラル、脱炭素社会の実現を目指すことを宣言した。

加えて、グリーン産業を育成すること、産業構造の転換への発想の転換を図ってい
くこと、そして、石炭火力に対する政策を抜本的に転換すること、などの方針が示
された。



2050年カーボンニュートラルに伴う
グリーン成長戦略（2020/12/25）

• 菅首相のカーボンニュートラル宣言を受けて経済産業省
が策定。これを成長の機会として捉え新たなビジネスモ
デル、イノベーションを起こすことを目指す内容。

• 次のような問題点がある

– 気温上昇を1.5℃に抑える2030年の削減目標（カーボンバ
ジェット）の考えがない。

– 将来の不確かなイノベーションに過度に依存しており危険。

• 再エネ100％は困難として、再エネ50-60%、水素・アンモニア発電10％
程度、原子力・CO2回収前提の火力発電30～40％程度で検討。

– 現行の企業を中心とするイノベーション戦略とそこへの投資に
終始しており、社会変革、産業構造の変革の視点がない。
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日本の温室効果ガス排出量の推移

2014-2015
原発全停止でも

CO2は減少
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2030年半減こそが重要！

コロナ禍からの社会・経済の立て直し方が重要

各国の現行目標と政策

1.5℃抑制

実績

世界の温室効果ガスの排出量

このままでは2030年に
1.5℃上昇の可能性

1.5℃目標達成のためには

2030年までに半減（2013年比-60%）が必要

＝チャンスはあと10年



日本の2030年目標は？

• アメリカ主催の気候変動サミットが22-23日にオ
ンラインで開催。これに合わせて各国の削減目標
の提示・引き上げが行われている。

– イギリス 58% → 68% 35年78%（1990年比）

– EU 40%  → 55%（1990年比）

– アメリカ 50％（2005年比）

– 中国 65％（2005年比）

– 日本 26% → 46%-50%（2013年比）
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ネットゼロ社会のイメージ・対策

2050年までに脱炭素化(正味の排出ゼロ)を達成するためには?

• 産業用の高温熱需要や長距離貨物輸送の脱炭素化が課題

• 今後の発電所の新規建設はすべて再エネ、非効率な火力から閉鎖

• 電力は全て再生可能エネルギー100%

• 2040年(20年後)に導入される新車はすべてEV

• 今後新築される住宅はZEH以上の基準を満たす

• 家庭・オフィス、交通分野はゼロエミッション



有効な温暖化対策は？

再エネ転換の重要性

どれか一つでもゼロにできれば、CO2排出はゼロに
ゼロにできるのは？

出典:榎原氏（e-konzal） 自然エネルギー学校・京都2020 報告資料より



世界の電力供給における
自然エネルギーの割合（2019年末）
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バイオマス

太陽光

地熱、海洋温
度差発電

風力

水力

再エネ電力

27.3％

世界的には石炭（37%）につぐ第2の電源に
世界の約4分の1は再エネ電気

出典：



日本における再エネ電力比率
2020年20.8%

太陽光発電が8.5%で原子力を単独で上回る

出所：資源エネルギー庁の電力調査統計などからISEP作成
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欧州各国および中国・日本の発電量に占める
自然エネルギー等の割合の比較(2020年)

出所：Agora Energiewende, China Energy Potal, 電力調査統計などのデータよりISEP作成



日本でも自然エネルギー100％は可能！

出典：WWF「脱炭素社会に向けた長期シナリオ」

出典：未来のためのエネルギー転換研究グループ『レポート 2030：グリーン・リカバリーと 2050 
年カーボン・ニュ ートラルを実現する 2030 年までのロードマップ』

各団体、研究機関からのレポートが日本でも公表



RE100
企業による自然エネルギー100%電力調達イニシアティブ

there100.org

• Climate GroupとCDPの主導により、2014年、

ニューヨークのクライメットマーチを機に発足

• 主に、グローバルに活動を展開する大企業が参加

し、自社の活動およびサプライチェーンの電力利

用を自然エネルギー100%に転換する目標を設定

し、実行をめざす

• 欧米を拠点にする企業が多数だが、中国やインド

を拠点にする企業も参加している

• 2021年5月25日時点で合計309社以上

• 日本法人も54社が加盟(2021年５月時点)



再エネ100宣言 RE Action
（アールイーアクション）

• GPN、ICLEI、IGES、JCLPで協議会を構成する日本版RE100プ
ラットフォーム。

• RE100が大規模事業者を対象とするのに対して、RE Actionは、中
小規模の日本国内の企業、自治体、教育機関、医療機関等の団体を
対象とする。

• 参加状況 国内142団体が参加（2021年5月現在）

– 総従業員数：10.3万人、総消費電力量：1065GWh

• 参加要件
① 遅くとも2050年迄に使用電力を100%再エネに転換する目標を設

定し、対外的に公表すること。

② 再エネ推進に関する政策エンゲージメントの実施

③ 消費電力量、再エネ率等の進捗を毎年報告すること

• 参加費
– 事業者の種類・区分、規模に応じて2.5~10万円



再エネコストの急激な低下（2010-2017）

出典：IRENA, ”Renewable Power Generation Cost in 2017” 2018
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世界の再エネ関連雇用者数
1150万人



脱化石に向かう金融の流れ
ESG投資とダイベストメント

• ESG投資の加速：環境・社会への長期的な視点を持った投資

– 国連責任投資原則（Principles for Responsible Investment, PRI）
• 金融機関などが投資の意思決定を行う際には、投資先となる企業の環境・社会問題・企業統治

（ESG問題）への取り組みを考慮・反映すべきであるという原則。2006年にアナン国連事務
総長が提唱。

• 6つの原則を掲げ、賛同する企業はこれに署名する。2020年11月時点で署名機関数は3470。
• PRIへの署名はESG投資の裏付けであり、基本的なスクリーニングの方法。

– TCFD：気候関連財務情報開示タスクフォース
• 金融機関や企業が持っている気候変動に関する財務情報を公開することで、どれだけのリスク

とチャンスがその企業にあるのか、“見える化”しよう、という動き。
• 化石燃料産業も含めた800社以上が署名。日本も最多となる190社が署名。

– 責任銀行原則
• 2019年9月22日、画期的な署名式が行われました。130の銀行が、「責任銀行原則」と呼ば

れる新しい方針に署名、今後、気候変動への影響を考慮しない融資は行わないと誓った。
• 日本の三菱UFJ、みずほ、三井住友、三井住友信託も署名した。

• ダイベストメント：投資撤退
– 非倫理的または道徳的に不確かだと思われる株、債券、投資信託を手放すことを意味

する。日本企業も対象になっている。
– 化石燃料産業に投資しないことで、脱炭素社会への転換を促す。
– 世界76カ国、５兆ドル以上が化石燃料から引き上げられた。



日本企業の脱炭素経営の状況

出典：環境省資料より



脱炭素経営のメリット

•SBTやRE100ではサプライチェーンでの対応が求められる。

•脱炭素経営に取り組むことで新たな取引先の拡大が期待できる
顧客からの要望への対応

•脱炭素のためにも省エネや設備更新を進めていくことが必要。

•光熱費の削減や効率化に伴うエネルギーコストの削減が期待
エネルギーコストの削減

•脱炭素経営によって企業の知名度・認知度の向上につながる。

•先行企業は取材等によるメディア掲載が増加し広告になる。
ブランディング効果

•気候変動に取り組む姿勢が、社員の共感や信頼につながる。

•気候変動に関心のある優秀な人材の獲得にも寄与する。

社員の意識向上、人材獲得

•脱炭素経営に取り組む企業への融資条件を優遇する

•滋賀銀行の「サステナビリティ・リンク・ローン」等
資金調達の可能性拡大

出典：環境省資料を参考に筆者作成
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出典：環境省 https://www.env.go.jp/policy/zerocarbon.html



流出するエネルギー費を地域に！

日本が海外に支払ったエネルギー費17兆円・年（2019年）
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例えば 京都府北部 2市２町では134億円の流出

それに対して 再生可能エネルギーのポテンシャルは

使用しているエネルギーの18.31倍

家庭のエネルギー費は世帯当たり約23万円・年

（京都市の家計調査の二人世帯以上の
電気・ガス・灯油・ガソリンの合計）

＜参考＞
消費税総額 23兆円
輸送用機器輸出額 18兆円
外国人観光客支出 5兆円
GoToキャンペーン 1.7兆円



再エネ100％のためには
熱・交通分野での導入が重要

最終エネルギー消費の80％以上は熱と交通で占めている

出典：REN21（2021）「Renewables in Cities 2021 Global Status Report」



100年の森づくりとエネルギー自立
岡山県西粟倉村

• 岡山の北東部、鳥取、兵庫との
県境に位置する村。

• 人口1,500人

• 面積の95％が森林。内84％がス
ギ・ヒノキの人工林

• エネルギー自給の取り組み

– 小水力発電のリプレイス（約
290kW）

– 木材を活用した熱供給（薪ボ
イラー3基）

– NPOと連携した市民共同発電

→140人以上のU・Iターンが生ま
れ人口減少に歯止めも！



エネルギー自給による雇用創出
• 化石燃料価格変動、オイルショックのリスク回避、町民負担軽減、危機に対する安心提供

• エネルギー購入費の村内循環と雇用創出

木質原料

木質原料供給
ビジネス

森林整備の財源

地
域
内
循
環 地域熱供給利用



交通分野における
電動化と再エネ電力利用

世界ではモビリティの電動化が主流。変動型再エネのスト
レージとしても活用されている。



太陽光発電×電気自動車
V2H ：Vehicle to Home

Svari Energija, https://www.svarienergija.lt/?attachment_id=2446

• 固定のバッテリーは非常に高い。

• EVには、大きなバッテリー(例えばリーフ40kWh)がある。

• PVと組み合わせることで、自動車と家電の脱炭素化につながる。

• 経済性やCO2削減量でもより効率的。販売価格も2024年ごろにはガソリン車
を下回る見通し。

車に電気をため、バッテリーの電気を家で使う。

出典：小端拓郎氏資料（自然エネルギー学校・京都2020第3回）より



小田原市でのEVを活用した
地域エネルギーマネジメント
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出典：小田原市（2021.2.4）「第4回岡山県新エネルギー地域推進研修」報告資料より抜粋



宝塚市西谷地域でのソーラーシェアリング
現在８号機までが稼働中

出典：一般社団法人西谷ソーラーシェアリング協会



パワーシフト・キャンペーンが重視する点

1. 「持続可能な再エネ社会への転換」という理念がある

2. 電源構成や環境負荷、などの情報を一般消費者開示していること

3. 再生可能エネルギーを中心として電源調達する

4. 調達する再生可能エネルギーは持続可能性のあるものであること

5. 地域や市民による自然エネルギーを重視している

6. 原子力発電や石炭火力発電は使わない

7. 大手電力会社の子会社などではないこと

自然エネルギー社会に向けて電力のあり方を変えていくこと。小売自由化に向け
て、「自然エネルギーの電力や市民電力会社を選びたい」という市民の声を、政
府の制度設計に届け、また世論として広げていくことを目指す。

デンキを選べば社会が変わる！

パワーシフト キャンペーン

買いたい声の見
える化

電力会社
ヒアリング紹介

制度設計議論の
ウォッチ



販売電力量に占める新電力の割合
エリア別スイッチング実績（2020.9）

30出典:電力・ガス取引監視等委員会「電力取引の状況（令和２年9月分：電力取引報）」より作成
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電気の切り替えは
携帯電話を替えるよりも簡単

スイッチング申込

（Webや電話）

現契約解約・

託送異動

スマート
メーター取

り付け

電力供

給開始

＜必要情報＞
・氏名、住所、電話番号
・現小売のお客様番号
・供給地点特定番号

新小売が広域機関
経由で 現小売と送
配電に連絡

送配電が顧客と日程
調整しスマートメー
ターの取り付け実施

次回検針日から
新電力新小売事
業者が供給開始

顧客 新小売

広域
機関

現小売

配送電

解約連絡／承諾

託送異動連絡／承諾

次回検診日か
ら切替

申込から切替までの期間は4日～2週間程度
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どんな電力会社が良いのか？

出典：パワーシフト・キャンペーンHP https://power-shift.org/map/



地域新電力の意義と役割
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• 新電力の収益性の一つの目安と
言われる5000kW以上の供給先
の確保

• 地域の再エネ電源からの調達量
の増加

• 電力の需給調整をはじめとした
業務の内製化を進め、地域雇用
の創出につなげること

• 新電力事業によって得た収益
を、再エネ供給事業や、さらに
は地域のエネルギーや交通イン
フラ整備等への再投資が、地域
新電力の存在価値を高めること
にもつながる

エネルギーの地産地消、地域の活性化等への期待から全国で設立が進む

出典：環境省 地域新電力事例集

全国で40以上



～こころ豊かに、安心なみらいへ～

• 僧侶の問題意識から、お寺が地域を支えるためにお寺のサポーター
として電力小売り事業を2019年4月からスタート

• みやまパワーHD、Panasonic、気候ネットワークが事業をサポート
する

• 電力料金の一部をお寺やNPOに寄付され、社会問題の解決にも貢献
する仕組み

• 中国、四国、関西、九州、東京、東北、中部電力管内でも供給中！

10/25プレス発表の様子



https://tantan-energy.jp

• 京都府丹後・丹波地域に根ざした地域新電力。

• 京都府地球温暖化防止活動推進センター、龍谷大学、気候ネット
ワークなどで2018年12月に設立。

• 再エネ100%電力の供給によるCO2削減と地域内経済循環の実現を
目指す。

• 再エネ100％、CO2ゼロの電力を福知山市の公共施設を中心に供給
中！



たんたんエナジーの
再エネ100％電力メニュー

• FIT電気＋再エネ証書による「たんたん電気再エネ 100（CO2 ゼロ）」メ
ニューを提供。

• 価格は、kWhあたり1.5円。

• 例えばひと月に300kWhの電気を使用されるご家庭であれば、毎月ワンコ
イン（500円）で、再エネ100％電気を使用できる。

• 現在、福知山市の公共施設(市庁舎、学校、お城など)で再エネ100％電
力供給を行っている。



たんたんエナジーの
電気でつながるおいしい丹波・丹後キャンペーン

• 5/1〜6/30まで「電気でつながる おいしい
丹波・丹後キャンペーン」実施中。

• 家庭用電気をご契約いただいた方全員に、
丹波・丹後地域のおいしいもの10種の中
から選べるプレゼント。

• プレゼントはそれぞれの生産者から直送さ
れる。

• 電気でつながる縁が、一次産業・六次産
業の担い手の応援にもなるキャンペーン。

https://tantan-energy.jp/campaign-
oishii-tamba-tango/



©たんたんエナジー株式会社 38



社会を変えるために個人にできること

• 脱炭素なライフスタイルをつくる（家電、家、自動車、再エネ）

• 電力会社を選ぶ

• 再生可能エネルギーに投資・出資する

• 企業を選ぶ

• 銀行を選ぶ

• 選挙で投票する

• 声をあげる

国民の3.5%以上が参加する非暴力の抗議運動が起きれば、必ず変化がもたらされてきた。
(BBC, 2019) 


